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は　じ　め　に

　今日、地域を取り巻く社会環境は、人口構造の変化や生活様式の多様化、地域
コミュニティの希薄化など、これまでにないスピードで変化しています。
　こうした中で、誰もが安心して暮らし続けられる地域を実現するためには、行
政、地域住民、関係団体、企業など、多様な主体が互いに支え合い、協働してい
くことがますます重要となっています。
　音更町社会福祉協議会では、令和３年度から令和７年度までを期間とした「第
１期地域福祉実践計画」に基づき、地域のつながりづくりや見守り活動の推進、
相談支援体制の充実など、地域福祉の基盤づくりに取り組んできました。これら
の取り組みを通じて、多くの住民や関係機関の皆さまに支えられながら、地域福
祉の芽が確実に育まれてきたことを実感しています。
　今回、これまでの成果と課題を踏まえ、令和８年度から令和12年度までを期間
とする「第２期地域福祉実践計画」を策定いたしました。
　第２期計画では、「おとなも子どもも ともに支えあい ふれあって けんこうに
暮らそう－スマイルタウンおとふけ－」の基本理念を継承し、地域に暮らす一人
ひとりが孤立することなく安心して暮らせるまちを目指し、地域福祉活動のさら
なる充実と、住民主体の取り組みの推進を重点に掲げています。
　本計画が、地域福祉の未来を切り拓く力となり、音更町に暮らすすべての方々
の安心と笑顔につながることを願い、これからも地域の皆さまとともに、互いに
支え合う温かい地域づくりを進めてまいりたいと考えておりますので、さらなる
ご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げます。
　結びになりますが、本計画の策定にあたり、ご尽力をいただいた評価・策定委員
の皆様、ご意見・ご指導をいただいた関係各位に心から感謝とお礼を申し上げます。

　　令和８年４月

社会福祉法人　音更町社会福祉協議会　　
会　長　 植　田　公　明　
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　近年、我が国の福祉を取り巻く環境は、人口減少と少子高齢化の進行、地域コミュニ
ティの希薄化、生活困窮や孤立の深刻化など、大きく変化しています。音更町においても、
高齢者のみ世帯や単身世帯の増加に伴う孤独・孤立の問題、子育て家庭の孤立、物価高
騰による生活基盤の不安定化、自然災害への備えなど、福祉課題は多様化・複雑化して
います。
　こうした状況の中で、必要な支援については公的な福祉サービスの活用を基本としつ
つ、地域の身近なニーズに応えるため、住民が主体的に福祉に参加し、誰もが自立した
生活を送ることができるよう、地域における支え合いの体制を構築・継続していくこと
が一層重要となっています。
　このような背景を踏まえ、第２期音更町地域福祉実践計画（以下「計画」という。）
を策定することは、第１期計画に引き続き、音更町社会福祉協議会（以下「社協」とい
う。）が目指すべき事業活動の方向性と果たすべき役割を再確認し、「社協がどのような
福祉のまちづくりを目指すのか」を地域住民に明らかにすることを目的としています。
　さらに、本計画を通じて、地域住民や地域福祉に関わる関係者が地域福祉課題に対し
て共通認識を持ち、地域福祉活動の目的について合意形成を図りながら、社協の取り組
みへの理解を深め、これまで以上に地域に必要とされる活動が推進されることを期待し
ています。

　「地域福祉計画」は、社会福祉法第107条に基づき市町村が策定する行政計画であり、
地域福祉の基本的な方向性や推進体制を定めるものです。音更町では、まちづくりの指
針である「音更町総合計画（第６期）」に基づき、「音更町高齢者保健福祉計画・介護保
険事業計画」や「音更町障がい者福祉計画」などの個別計画との整合性を図りながら、
これらを地域全体で総合的に推進するための計画として地域福祉計画を策定しています。
　一方、「地域福祉実践計画」は、社会福祉法第109条に基づき、地域福祉を担う民間団
体である社会福祉協議会が策定するもので、地域福祉の推進に向けた具体的な行動計画
です。
　地域福祉計画が目指す方向性と整合性を保ちながら、行政と社協が連携・協働し、そ
れぞれの役割を分担することで、地域福祉の推進を図ります。

１ 計画策定の目的

２ 計画の位置付け
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第６期音更町総合計画
（令和３年度〜令和12年度）

　本計画の期間は、令和８年度から令和12年度までの５年間とします。
　ただし、その後の社会情勢、福祉制度の改変に対応するため、計画期間中においても
必要に応じ適宜計画の見直しをする場合があります。

３ 計画の期間

音更町社会福祉協議会
地 域 福 祉 実 践 計 画
（令和８年度～令和12年度）

（音更町地域福祉計画）

（個別計画）

連  

携

第９期音更町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
第７期音更町障がい福祉計画
第３期音更町障がい児福祉計画
（令和６年度～令和８年度） など

※個別計画は、計画期間の終期に合わせて次期計画を策定します。
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　高齢者から子どもまで全ての世代が支え、支えられながら地域住民同士が主体的に新
たな助け合いの仕組みを構築し、安心して健康に暮らし続けることができる地域を目指
し、「おとなも子どもも ともに支え合い ふれあって けんこうに暮らそう！－スマイル
タウンおとふけ－」を基本理念として、地域福祉実践計画を推進します。

  基本計画１　「みんなで支え合う地域づくり」
　地域住民同士のつながりを深め、住民主体の居場所づくり・つどいの場づくりや運営
支援を行い、高齢者から子どもまで全ての世代が主体的に活躍し、安心して健康に暮ら
し続けることができる地域づくりを推進します。

  基本計画２　「地域づくりを主体的に担う人づくり」
　高齢者から子どもまで、全ての世代に福祉についての理解を広めながら、地域の課題
を我が事として捉え、活動する地域福祉の担い手の養成に努めます。

  基本計画３　「安心して暮らし続けられる地域づくり」
　誰もが住みなれた地域で安心・安全に暮らし続けることができるように、生活課題に
応じた相談支援体制を整備するとともに、災害時に備え、災害ボランティアセンターの
設置・運営のための準備を進めます。

  基本計画４　「地域に理解され支持される社協づくり」
　地域福祉を推進する団体として、行政や町内関係団体との連携を強化し、適切に各事
業のPRを行うとともに、組織体制の強化、法令遵守、リスクマネジメントへの取り組み
等、役職員の資質向上に努め、地域に理解され支持される社協づくりを目指します。

１ 基本理念

２ 基本計画

おとなも子どもも　ともに支えあい　ふれあって　けんこうに暮らそう！
― スマイルタウンおとふけ ―
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３ 実践目標と実践計画（年次計画）

□：調査・検討　△：一部実施　○：実施　●：廃止

基本計画１　「みんなで支え合う地域づくり」

実践目標 実践計画
年次計画

8 9 10 11 12

地域交流・居場所づくりの
推進と心とからだの
健康づくり

地域交流サロン事業 ○ ○ ○ ○ ○

喫茶はっぴぃ～の運営 ○ ○ ○ ○ ○

コミサポカフェ事業 ○ ○ ○ ○ ○

音更町ふれあいの家事業 ○ ○ ○ ○ ○

レクリエーション用具の貸し出し ○ ○ ○ ○ ○

常設型居場所づくりの検討 □ □ □ □ △

障がい者の社会参加の促進 喫茶はっぴぃ～の運営（再掲） ○ ○ ○ ○ ○

子育て世帯への支援

子育てサロン運営支援 ○ ○ ○ ○ ○

こども食堂の運営支援 ○ ○ ○ ○ ○

ひとり親家庭支援事業 ○ ○ ○ ○ ○

ひとり暮らし高齢者の支援 歳末ふれあい事業 ○ ○ ○ ○ ○

高齢者の就労支援 高齢者就労センター事業 □ □ □ □ □

基本計画２　「地域づくりを主体的に担う人づくり」

実践目標 実践計画
年次計画

8 9 10 11 12

地域で支え続ける仕組み
づくりと担い手の養成

生活支援体制整備事業 ○ ○ ○ ○ ○

コミュニティーサポーターの養成 ○ ○ ○ ○ ○

ボランティアセンター事業の強化 ○ ○ ○ ○ ○

おとふけ生きいきポイント事業 ○ ○ ○ ○ ○

地域福祉への理解の促進

大谷短期大学との連携事業 ○ □ □ □ □

福祉教育の推進 ○ ○ ○ ○ ○

社会福祉士養成実習受入れ ○ ○ ○ ○ ○
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基本計画３　「安心して暮らし続けられる地域づくり」

実践目標 実践計画
年次計画

8 9 10 11 12

権利擁護事業の推進

日常生活自立支援事業の推進 ○ ○ ○ ○ ○

音更町成年後見サポートセンター事業 ○ ○ ○ ○ ○

法人後見事業 ○ ○ ○ ○ ○

身寄り支援事業の検討 □ □ △ △ △

相談支援体制の強化・充実

コミュニティサポート　見守り訪問事業 ○ ○ ○ ○ ○

コミュニティサポート　あんしんお預かり事業 ○ ○ ○ ○ ○

コミュニティサポート　緊急時安否確認事業 ○ ○ ○ ○ ○

福祉用具の貸出 ○ ○ ○ ○ ○

常設型居場所づくりの検討（再掲） □ □ □ □ △

生活困窮者の自立支援

生活福祉資金貸付事業 ○ ○ ○ ○ ○

生活困窮者に対する安心サポート事業 ○ ○ ○ ○ ○

応急生活資金貸付事業 ○ ○ ○ ○ ○

フードバンクの実施 ○ ○ ○ ○ ○

災害に備えた体制整備 災害ボランティアセンターの設置運営準備 ○ ○ ○ ○ ○

基本計画４　「地域に理解され支持される社協づくり」

実践目標 実践計画
年次計画

8 9 10 11 12

地域に理解される
社協づくりの推進

社協だより、ホームページで周知 ○ ○ ○ ○ ○

SNSの活用による情報発信 ○ ○ ○ ○ ○

福祉フェスタの開催 ○ ○ ○ ○ ○

出前講座の実施 ○ ○ ○ ○ ○

健全な財務運営と財源の
安定的確保

会費・寄付金の確保 ○ ○ ○ ○ ○

共同募金運動のみえる化 ○ ○ ○ ○ ○

中長期的な財政計画の検討 ○ ○ ○ ○ ○

地域福祉を支える団体の
支援とネットワークづくり

共同募金委員会 ○ ○ ○ ○ ○

老人クラブ連合会 ○ ○ ○ ○ ○

町内社会福祉法人連絡会 ○ ○ ○ ○ ○

地域福祉活動補助金交付事業 ○ ○ ○ ○ ○

役職員の資質向上

役職員の計画的な研修の実施 ○ ○ ○ ○ ○

専門性を担保した職員の育成 ○ ○ ○ ○ ○

働きがいのある職場環境づくりの検討 ○ ○ ○ ○ ○
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  基本計画１　「みんなで支え合う地域づくり」

【現状と課題】

・�アンケート調査から、町内会・老人クラブなどの加入数の減少が続いており、地域の
人間関係の希薄化を危惧する回答が多くありました。

・�高齢者が地域で生活する上で特に大切だと思う事について、「心と体の健康」があげ
られ、また「生きがい」の重要性が示されました。「日常的なあいさつ」や「見守り」

「声かけ」「話し相手」等の軽微な活動については、多くの方々が自身で取り組むこと
のできる活動であるとの回答がありました。

・�地域社会との交流を気軽に持つことのできる「場」の創設等、公的な支援と私的な支
援の中間にあたる居場所・相談場所の必要性が高齢者のみならず、障がい児・者や子
育て世帯等、年齢や性別、障がいの有無等に関わらず高まっています。

・�高齢者の生きがいと社会貢献を目的としている高齢者就労センターについて、社会・
人口構造の変化により、年々登録会員の減少が続いています。

【施策の方向性】

・�住民主体の地域福祉活動を支援し、地域住民一人ひとりが孤独を感じ・孤立すること
なく、年齢や性別、障がいの有無等に関わらず、誰もが気軽に集い、交流できる常設
型を含めた様々な形態の居場所づくりを支援します。

・�心の健康を意識したつどいの場や、外出する事の副産物としての体の健康等、心身の「健
康」を意識した事業を展開します。

・�「ふまねっと」にとどまらず、「ボッチャ」「モルック」などさまざまな活動をとおして、
地域における交流活動を支援します。

・�高齢者就労センターについては、計画期間内に各事業の縮小や廃止、そのあり方を含
め検討します。

実践目標　１．地域交流・居場所づくりの推進と心とからだの健康づくり
実践計画（個別事業） 具体的な事業内容

①�地域交流サロン活動の普及
促進

　身近な小地域での住民同士の交流を促進する地域交流サロンの立
上げや運営に係る相談・助成を行なうとともに、サロン実践者間の
研修・交流会を開催します。
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実践目標　３．子育て世帯への支援強化
実践計画（個別事業） 具体的な事業内容

①子育てサロンの運営支援
　子育て中の方が気軽に立ち寄り、交流や相談ができる場としての
子育てサロンの運営を支援し、継続的に活動できる環境づくりを進
めます。

②子ども食堂の運営支援
　町内で実施している子ども食堂の運営に対し、赤い羽根共同募金
の財源を活用し、運営費の一部を助成するほか、必要に応じて食材
等を提供します。

③ひとり親家庭支援
　歳末たすけあい募金を財源に、18歳以下（高校3年生まで）の子
どもを養育している町内ひとり親世帯へ、援助品を配布します。

②喫茶はっぴぃ～の運営
　地域住民の交流の場、障がい者の社会参加の場としてボランティ
アの協力を得ながら、総合福祉センター内にて喫茶店を運営します。

③コミサポカフェの開催
　コミュニティサポーターや関係機関と協働し、「誰でも安心して
楽しめる居場所」「参加者同士がつながる場所」を目指したコミサ
ポカフェを運営します。

④音更町ふれあいの家事業
　「誰もが気軽に集まれる交流の場」「地域の身近な拠点」「住民が
主体の運営」を基本とし、空き家を活用した交流の場の設置・運営
に係る費用の一部を助成します。

⑤レクリエーション用具の
　貸し出し

　地域交流サロン等で活用できるレクリエーション用具を貸し出
し、住民主体の集いの場づくりを支えます。多様な活動を促すこと
で、地域交流の基盤が強化され、住民同士のつながりづくりや見守
りが広がることを目指します。

⑥常設型居場所づくりの検討
　地域住民や関係団体と協働し、多世代が交流できる常設型居場所
の必要性やその機能を検討し、将来的な整備に向けた方向性を整理
していきます。

実践目標　２．障がい者の社会参加の促進
実践計画（個別事業） 具体的な事業内容

①喫茶はっぴぃ～の運営
　（再掲）

　地域住民の交流の場、障がい者の社会参加の場としてボランティ
アの協力を得ながら、総合福祉センター内にて喫茶店を運営します。

実践目標　４．ひとり暮らし高齢者の支援
実践計画（個別事業） 具体的な事業内容

①歳末ふれあい事業
　歳末たすけあい募金を財源とし、ひとり暮らし高齢者等を対象と
した交流事業を行います。
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  基本計画２　「地域づくりを主体的に担う人づくり」

【現状と課題】

・�意識調査において、ボランティア活動の種類や募集方法が分かりにくいとの回答があ
りました。

・�また、ボランティアを盛んにするための方策として気軽に参加できる体制の整備やボ
ランティア情報の提供、意識啓発活動等が必要であることが指摘されました。

・�価値観の変化やライフスタイルの多様化により、近所づきあいや町内会活動等、地域
交流の必要性を感じない方々が増加し、地域と地域福祉に対する住民の意識・関心の
低下が懸念されています。

【施策の方向性】

・�ボランティアセンターの機能を強化し、SNSなどを活用した意図的な活動情報の提供
やボランティア活動を始めるきっかけとなる講座を行います。

・�できるだけ多くの方に受講いただけるよう内容を工夫し、ボランティア養成・登録者
研修を行います。

・社協が行う事業内で取り組むことができるボランティア活動の創出を検討します。
・�福祉意識の醸成には、就学期における福祉教育が重要であることから、主に小・中学

生を対象とした福祉教育を帯広大谷短期大学 社会福祉科 介護福祉専攻との連携によ
り推進します。また、学生募集停止後の取り組み方について検討します。

・�子どもたちの福祉学習の活動を支えるため、取り組み内容が見える各種資料の公開を
検討します。

・�支える側、支えられる側といった一方的な関係性ではなく、誰もが居場所や役割を持ち、
楽しみながら主体的に地域福祉に関わることのできる仕組みづくりとその担い手の養
成を推進します。

実践目標　５．高齢者の就労支援
実践計画（個別事業） 具体的な事業内容

①高齢者就労センターの運営
　登録会員が自らの経験と技能を活かすことができる就労の場を提
供します。また、近年の会員数の減少傾向を鑑みて、今後の事業の
あり方について、計画期間内に検討します。
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実践目標　１．地域で支え続ける仕組みづくりと担い手の養成
実践計画（個別事業） 具体的な事業内容

①�生活支援体制整備事業の推進
（町委託）

　町からの委託により、生活支援コーディネーターを配置し、多様
な関係者との協働により、地域の支え合い体制を構築します。生活
支援サービスの創出や資源開発、住民主体の活動支援を進め、地域
で暮らし続けられる仕組みづくりを推進します。

②�コミュニティサポーターの
養成

　「誰もが安心して暮らし続けられる地域づくり」の一環として取
り組む「コミュニティサポート事業」において、本会職員とともに
活動するコミュニティサポーターを年に１回養成します。

③�ボランティアセンター事業
の強化

　ボランティア活動に関する各種相談、ボランティア実践者のため
の研修や、ボランティアを始めるきっかけとなる養成研修を行いま
す。また、SNS等を活用した情報発信を充実させ、広く周知し参
加を促進します。安心して活動できるようボランティア保険の窓口
業務を継続するとともに、ボランティア団体・個人と依頼者とのコ
ーディネートを強化します。

④�おとふけ生きいきポイント
事業（町委託）

　介護保険法に規定する地域支援事業の一環として、研修を終了し、
登録した高齢者が行った地域支援活動の実績に応じ、ポイントを付
与します。
　実質的に介護保険料の負担軽減や介護給付費の抑制につなげ、高
齢者自身の健康の増進・介護予防を促進します。

実践目標　２．地域福祉への理解促進
実践計画（個別事業） 具体的な事業内容

①大谷短期大学との連携事業

　帯広大谷短期大学 社会福祉科 介護福祉専攻 と連携し、本会で実
施している各種事業に学生の参画をもらい、学生の学びと地域福祉
への理解を促します。また、学生募集停止後の取り組み方について
検討します。

②福祉教育の推進

　主に次代を担う子どもたちに福祉や障がい、ボランティアに対す
る理解を促すため、大谷短期大学と連携し、福祉教育を推進します。
また、福祉教育の内容を広く周知するため、ホームページ等で情報
を公開します。

③社会福祉士養成実習受入れ
　養成校からの依頼を受け、社協を実習先として希望する社会福祉
士を目指す学生の実習を積極的に受け入れます。
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  基本計画３　「安心して暮らし続けられる地域づくり」

【現状と課題】

・�地域住民の福祉的ニーズはますます多様化・複雑化しており、地域住民が安心して気
軽に相談できる体制の整備と周知が求められます。

・�地域・個人の問題が複雑化する前に早期に支援できるよう、一次相談窓口として機能
している関係機関との、より一層の連携が求められています。

・�身近に頼ることのできる親族等がいない高齢者等が増加する中で、地域で安心して暮
らし続けることのできる支援が必要となっています。

・�生活困窮に陥るリスクの高い方々や生活困窮者への支援のあり方として、貸付事業の
みではなく、地域全体で支援する安定した仕組みづくりが求められます。

・�災害時における被災者の多様なニーズに行政や被災地の住民だけで対応することには
限界があります。様々な団体等と連携した災害発生後の災害ボランティアセンターの
設置・運営等を円滑に進めるための準備が必要です。

【施策の方向性】

・�各事業を通じて問題の早期発見に努め、一次相談機関との連携を強化するとともに、
各事業を横断した相談体制を強化します。

・�成年後見制度の見直しの動きを踏まえ、後見ニーズの早期発見及び既存の制度・サービ
スでは対応ができないニーズについても対応できるような事業の創設・実施を検討します。

・住民主体による生活支援サービスのあり方について検討します。
・�生活困窮者等に対し、地域住民や企業の協力を得ながら地域全体で生活困窮者を支援

する仕組みとする「フードバンク」に取り組みます。
・�災害ボランティアセンターの設置・運営準備について、関係機関と必要な協定を締結

する他、職員研修及び地域住民を対象とした研修会を行います。
・福祉団体のみならず、一般の企業・事業所との連携を模索します。

実践目標　１．権利擁護事業の推進
実践計画（個別事業） 具体的な事業内容

①�日常生活自立支援事業の推進
（道社協一部事業委託）

　北海道社会福祉協議会より一部業務委託を受け、認知症や知的障
がい、精神障がいなど、判断に不安のある在宅で生活している方を
対象に、福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理などの支援を
行います。

②�音更町成年後見サポートセ
ンター事業（町委託）

　町からの委託を受け、所謂中核機関として、成年後見制度にかか
る啓発、相談支援、市民後見人の養成などを行い、成年後見制度が
より利用しやすくなるよう努めます。
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実践目標　２．相談支援体制の強化・充実
実践計画（個別事業） 具体的な事業内容

①コミュニティサポート
　見守り訪問事業

　コミュニティサポーターの協力を得て、在宅で生活している高齢
者の話し相手や趣味活動などの見守り、介護者不在時の留守番を行
います。

②コミュニティサポート
　あんしんお預かり事業

　何らかの理由により一時的に生活を維持するための払戻しや支払
いができない状態となり、他に適切な支援者が不在の場合に、利用
希望者との契約により通帳の預かりや入出金の代行をします。

③コミュニティサポート
　緊急時安否確認事業

　申請により登録した一人暮らし高齢者などの自宅の鍵を預かり、
異変があった際に安否確認を行います。平時にはコミュニティサポ
ーターや関係機関の協力のもと、見守り活動を行います。

④福祉用具の貸出
　介護保険制度などが適用されない方に対し、車椅子など、在宅で
生活するうえで必要となる福祉用具を一時的に貸出します。

⑤�常設型居場所づくりの検討
（再掲）

　地域住民や関係団体と協働し、多世代が交流できる常設型居場所
の必要性やその機能を検討し、将来的な整備に向けた方向性を整理
していきます。

実践目標　３．生活困窮者の自立支援
実践計画（個別事業） 具体的な事業内容

①生活福祉資金貸付事業
　（道社協委託）

　北海道社会福祉協議会からの委託を受け、収入が基準よりも少な
く、他から必要な資金の融資を受けることが困難な世帯や障がい者、
高齢者のいる世帯に対し、生活安定を図ることを目的に様々な資金
の貸付相談支援を行います。

②�生活困窮者に対する安心
　サポート事業（道社協協働）

　北海道社会福祉協議会との協働により、制度の狭間にいる生活困
窮世帯に対し、１か月で３万円を限度とした経済的支援を現物給付
により行います。また、必要に応じて自立相談支援機関等の関係機
関と連携し進めます。

③応急生活資金貸付事業
　生活保護世帯等の生活に緊急を要する際の小口資金の貸付を行な
います。

④フードバンクの実施
　町民及び町内外企業等の協力を得ながら、生活困窮世帯へ食材及
び日用品等の提供支援を実施します。

③法人後見業務
　市民後見人養成研修を修了し、法人後見支援員として登録した法
人後見支援員の協力のもと、家庭裁判所の選任を受け、法人として
成年後見人等を受任します。

④�身寄り支援事業の検討
　社会問題化している所謂「身寄り問題」について、社協としてどの
ような事業を展開できるか関係機関とともに計画期間内に検討します。
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  基本計画４　「地域に理解され支持される社協づくり」

【現状と課題】

・�社協の住民認知度は徐々に広がってきているものの、個別具体的な事業内容について
は、十分な理解を得られていないのが実情です。そのため、地域福祉を推進する上で
貴重な財源となる社協会費や寄付金、共同募金などについては、協力いただく個人・
団体等が徐々に増加しているものの全体額は減少傾向にあります。

・�地域の中において、継続的な支援が必要な要援護者や多問題を抱える世帯への支援に
ついては、複数の関係機関での支援が必要であり、個別支援及び地域課題において関
係機関・団体との共通認識・理解が重要となります。

・�地域福祉の役割が拡大する中において、社協に対する社会的な期待も大きくなってい
ます。役職員一人ひとりが自覚と責任をもち協働して実践をすることが重要となります。

・�急速に進展するデジタル社会に対応し、ICTを活かした業務改善及び働き方改革が求
められます。

【施策の方向性】

・�様々な機会・媒体を活用し、社協や社協が行う事業についてのPRを強化するとともに、
会費や募金の使い道の見える化を進め、住民の社協に対する理解の促進を図り、財源
確保につなげます。

・�町内社会福祉法人連絡会の事務局を担い、構成する社会福祉法人相互の連携と協力に
より、公益活動の一環である地域福祉の実践をより一層推進する等、関係機関・団体
とのネットワークの構築を目指します。

・�自主財源の確保と中長期的な財源のあり方について町と協議し、計画的な財政運営に
努めます。

・�地域福祉を取り巻く問題が複雑化している中で、時代に即した効果的な地域福祉を推
進できる専門性を担保した職員を育成します。

・�ICTの活用による業務の効率化や情報共有の高度化を進め、職員が地域福祉活動によ
り専念できる環境の整備を検討します。

実践目標　４．災害に備えた体制整備
実践計画（個別事業） 具体的な事業内容

①�災害ボランティアセンター
の設置・運営準備

　町関係部署、北海道社会福祉協議会、ライオンズクラブ等との連
携により、有事の際の災害ボランティアセンターの設置・運営を円
滑に進めることができるよう、当該研修への職員参加を促すととも
に、町民向けの研修会を企画し、開催します。
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実践目標　１．地域に理解される社協づくりの推進
実践計画（個別事業） 具体的な事業内容

①�社協だより、ホームページ
等での事業周知

　地域住民の福祉活動に対する理解や社協事業への参加を促すた
め、定期的に広報紙（社協だより）を発行し、社協活動への理解促
進に努めます。また、ホームページを活用しタイムリーな情報を発
信します。

②�ＳＮＳの活用による
　情報発信

　若年世代にも社協活動に興味・関心を持ってもらえるようSNS
を活用した情報発信を強化します。

③福祉フェスタの開催
　地域の福祉施設、各団体の協力のもと、地域住民の福祉に対する
理解の促進や社協活動のPRを目的として開催します。

④出前講座の実施
　地域住民（団体）に社協が取り組む事業等について説明し、社協
に対する理解を深めてもらうとともに、社協と地域住民とのつなが
りを深めます。

実践目標　２．健全な財務運営と財源の安定的確保
実践計画（個別事業） 具体的な事業内容

①会費・寄付金の確保
　各種事業を通じて社協が住民にとって、より身近に感じられるよ
う努め、貴重な運営財源である会費及び寄付金の増強を目指します。

②共同募金運動の見える化
　共同募金委員会と連携をしながら、様々な活動を通じて、その使
途や仕組みについて、町民に向けてのPRを強化します。

③中長期的な財政計画の検討
　自主財源の確保と中長期的な財源のあり方について、町と協議し、
計画的・安定的な財政運営に努めます。

実践目標　３．地域福祉を支える団体の支援とネットワークづくり
実践計画（個別事業） 具体的な事業内容

①共同募金委員会
　共同募金委員会の事務局を担い、目標額の達成に努めるとともに、
効果的な助成金の活用について検討します。

②老人クラブ連合会
　老人クラブ連合会の事務局を担い、「健康・友愛・奉仕」の活動
を通じて、高齢者が生きがいを持ち、地域で安心して暮らせる社会
を、会員とともに推進します。

③町内会社会福祉法人連絡会

　町内福祉法人連絡会の事務局を担い、構成する社会福祉法人相互
の連携と協力により、公益活動の一環である地域福祉の実践を推進
するとともに、各法人の円滑な運営に資する取り組みについて協議
します。

④地域福祉活動補助金交付事業
　地域福祉活動を実践する町内の団体に対し、活動助成金を交付す
るとともに、関係事業においては積極的な連携を図ります。
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実践目標　４．役職員の資質向上
実践計画（個別事業） 具体的な事業内容

①役職員の計画的な研修の実施
　役員を対象とした研修会や、必要に応じて視察研修を実施する等、
役員及び職員の資質向上を目指すほか、法令遵守の徹底とリスクマ
ネジメントへの取り組みに努めます。

②専門性を担保した職員の育成
　ソーシャルワークを展開できる職員の育成を図るため、職場内ス
ーパービジョンの実施や社会福祉士会等の職能団体への参画を支援
し、専門職としての職員の自己研鑽を推進します。

③�生きがいのある職場環境づ
くりの検討

　職員の心身の健康に配慮するとともに、効果的、効率的な事業運
営ができるよう組織体制のあり方を検討します。
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■ 計画策定までの流れ

期　　日 会　　議　　等 主　な　内　容

令和８年１月15日 〇�地域福祉実践計画評価・策定要綱
並びに地域福祉実践計画評価・策
定委員会設置要綱を制定

〇�策定委員会・評価委員会を評価・
策定委員会として一体化

１月16日 〇�令和７年度の事業について、担当
者が各項目の評価を実施
　（５段階評定を含む）

〇�令和６年度評価資料をもとに令和
７年度の評価を実施

１月20日 〇社協内で担当者の評価を協議

〇�令和７年度の評価、町民アンケー
ト、基本要項2025等をもとに、第
２期実践計画案（骨子）を確認

〇�社協職員会議で評価内容を協議し
第１期後期の評価を確定
〇第２期実践計画案
　・現状と課題
　・�基本計画、実践目標、実践計画
の見直し

１月20日 ～ 27日 〇担当者で実践計画案作成

１月27日 〇社協内で担当者の実践計画案協議

２月 ３日 〇第１回評価・策定委員会 〇委員委嘱
〇要項、スケジュールを確認
〇第１期後期の評価について
〇第２期実践計画案について

２月 ９日 〇�評価・策定委員からの意見を集約
し、社協内で計画案を整理

〇意見～メール、ＦＡＸ等で集約

２月10日 〇�評価・策定委員に確認し、第２期
実践計画案を確定

２月12日 ～ 24日 〇パブリックコメントを実施 〇HPに公開

２月24日 〇収集した意見の整理 〇社協内で意見を整理し、最終案作成

３月 ５日 〇第２回評価・策定委員会 〇最終案を協議、決定
〇社協会長へ答申

３月 ９日 〇第５回理事会に諮り承認を得る

３月30日 〇第２回評議員会に諮り決定
〇第2期地域福祉実践計画の公表 〇HP、社協だより等

令和８年４月 １日 〇第２期地域福祉実践計画施行
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氏　　　　名 備　　　　　　考

佐　藤　千　恵
帯広大谷短期大学介護福祉専攻教授
音更町社会福祉協議会副会長

中　村　友　子
子育てサロンくるみ代表
音更町社会福祉協議会副会長

阿　部　富美代
音更町柏寿協会総合施設長
音更町社会福祉協議会理事

遠　藤　憲　晃
音更町人権擁護委員
音更町社会福祉協議会理事

背戸田　和　広 音更町保健福祉部福祉課長

寺　山　礼　子
国際ソロプチミスト音更理事
ラジオ体操会世話人

坂　井　寛　明 音更ライオンズクラブ幹事

鈴　木　義　秋 音更町教育委員会　教育推進員

石　川　　　満 音更町社会福祉協議会事務局長

音更町地域福祉実践計画評価・策定委員会　名簿（敬称略）

（任期　令和８年２月３日～次期評価・策定委員が委嘱されるまで）
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制定　令和８年１月15日
（目　的）
　第１条�　この要綱は、社会福祉法人音更町社会福祉協議会（以下「本会」という。）が、

地域住民、行政、福祉施設、福祉団体、ボランティア、民生児童委員等と連携・
協働しながら地域の福祉ニーズを受け止め、計画的な地域福祉活動の展開、地
域づくりの基盤・体制づくり、事業運営に取り組むための地域福祉実践計画を
策定及び評価をするにあたり、必要な事項を定めるものとする。

（策定者）
　第２条　評価・策定者は、社会福祉法人音更町社会福祉協議会とする。

（策定主管）
　第３条　評価・策定主管は、音更町地域福祉実践計画評価・策定委員会とする。

（評価・策定期間）
　第４条�　当該実践計画中間年を経過した時点で中間評価を実施し、最終年度に最終評

価並びに時期実践計画を策定する。

（計画設定期間）
　第５条�　計画設定期間は５年間とする。ただし、音更町地域福祉計画との設定期間の

均衡を考慮し、必要に応じて期間を変更する。

（名　称）
　第６条　計画の名称は、音更町地域福祉実践計画評価・策定委員会とする。

（基本目標）
　第７条�　基本目標は「おとなも子どもも　ともに支えあい　ふれあって　けんこうに

暮らそう！『スマイルタウン　おとふけ』」とする。

（評価・策定方法）
　第８条�　本会内に、地域福祉実践計画評価・策定委員会を設置し、計画内容を評価し、

次期計画内容を検討した後、本会会長へ答申する。その後、理事会及び評議員
会に諮り、計画を決定するとともに、各年度の事業計画に盛り込まれた計画の
具現化を図るものとする。

音更町地域福祉実践計画評価・策定要綱
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施行　令和８年１月15日

（目　的）
　第１条�　この要綱は、社会福祉法人音更町社会福祉協議会（以下「本会」という。）が、

地域福祉実践計画を策定及び評価するため、音更町地域福祉実践計画評価・策
定委員会を設置するにあたり、必要な事項を定めるものとする。

（業　務）
　第２条　委員会は、実践計画評価・策定に向けて協議、検討を行う。

（構　成）
　第３条　委員の定数は10名以内で構成し、本会会長がこれを委嘱する。

（委員長及び副委員長）
　第４条　委員会に、委員長１名、副委員長１名を置く。
　　　２　委員長及び副委員長は、委員の互選による。
　　　３　委員長は、委員会を代表し会務を総括する。
　　　４　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。

（任　期）
　第５条�　委員の任期は、委嘱の日から次期評価・策定委員が委嘱されるまでの期間とする。

（会　議）
　第６条　委員会の会議は、必要に応じ委員長が招集し、その議長となる。

（庶　務）
　第７条　委員会の庶務は、本会事務局において行う。

音更町地域福祉実践計画評価・策定委員会設置要綱
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社会福祉法人 音更町社会福祉協議会


